
 

 

会津若松市庁舎整備実施設計技術協力及び調査業務に係る共同企業体取扱要綱 

（令和３年３月22日決裁） 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、会津若松市庁舎整備実施設計技術協力及び調査業務に係る共同企

業体の取扱いに関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条  この要綱において、「共同企業体」とは、会津若松市庁舎整備建築工事（以下

「本工事」という。）に係る実施設計期間において、建築物の品質向上、適正なコス

ト管理及び円滑な事業の推進を目的として、結成される共同企業体をいう。 

 

（対象業務） 

第３条 共同企業体により受託することができる業務（以下「対象業務」という。）

は、会津若松市庁舎整備実施設計技術協力及び調査に関する業務とする。 

 

（構成員の数） 

第４条 共同企業体の構成員数は、２者もしくは３者とする。 

 

（構成員の要件） 

第５条 構成員のうち代表となる企業は、次に掲げる全て要件に該当する企業とする。

なお、会津若松市競争入札参加資格及び審査等に関する規程（平成１６年会津若松市

告示第９１号）第５条第１項の規定に基づき作成した入札参加資格者名簿（以下「資

格者名簿」という。）において、所在区分が「市内」で登録されている建築企業（以

下「市内建築企業」という。）については、(1)から(4)までに掲げる要件を除く。 

(1) 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条の規定により、一級建築士事務

所の登録を受けていること。  

(2) 建設業法（昭和２４年法律第１０００号）第２７条の２３に規定する経営事項審

査における建築一式工事の直近の総合評定値（同法２７条の２９第１項に規定す

る総合評定値をいう。）が１，５００点以上あること。 

(3) 国又は地方公共団体等が発注する工事で、延床面積８，０００㎡以上の新築又は

改築による建築物（平成３１年国土交通省告示第９８号別添二による建築物の類

型４又は類型１２（他の類型との複合用途施設の場合は、建築物の延床面積のう

ち過半を超える面積が類型４又は類型１２の用途であるものに限る）に該当する

もの）に関する工事施工を元請で受注し、令和３年４月５日現在において当該工

事が完了している実績を１件以上有すること。 

(4) 昭和５６年以前に竣工した木造建築以外の建築物で、平成３１年国土交通省告示

第９８号別添二による建築物の類型４から類型１２までに該当し、延床面積  

１，５００㎡以上、地上３階建以上の内装及び外装の保存又は復元工事いずれか

が伴う免震レトロフィットの建築物に関する工事施工を元請で受注し、令和３年

４月５日現在において当該工事が完了している実績を１件以上有すること。 

(5) 令和３年６月２日時点で、資格者名簿において、工種が「建築一式工事」に登録

されていること。 

(6) 建築一式工事に係る特定建設業の許可を得ていること。 

(7) 経営不振の状態（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項の規

定に基づき更生手続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）第２１条第１項の規定に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形



 

 

又は小切手が不渡りになったとき等をいう。）にないこと。 

(8) 建設業法（昭和２４年法律第１００号）に基づく営業停止処分期間中でないこ

と。 

(9) 会津若松市入札参加停止等措置基準（平成３０年３月１９日決裁）に基づく入札

参加停止措置期間中でないこと。 

(10) 会津若松市発注工事等からの暴力団等排除措置要綱（平成１９年１２月１４日

決裁）に定める排除措置対象者でないこと。 

(11) 会津若松市が別途契約する設計者及びコンストラクションマネージャー（以下

「設計者等」という。）と資本若しくは人事面において次に掲げる事項に該当し

ないこと。 

ア．設計者等の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその  

  出資総額の１００分の５０を超える出資をしている者。 

イ．代表権を有する役員が設計者等の代表権を有する役員を兼ねている者。 

(12) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ないこと。  

(13) 国税及び地方税に滞納がないこと。  

(14) 提出した書類の記載事項に虚偽がないこと。  

 

（共同企業体の構成） 

第６条 構成員数が２者の場合は、うち１者を、構成員数が３者の場合は、うち２者を

市内建築企業とする。 

 

（出資割合） 

第７条 代表企業のＪＶ出資割合は、構成員のうち最大とする。また、代表企業以外の

構成員の合計の出資割合については、20％以上とする。 

 

（解散の時期） 

第８条 共同企業体は、本工事の工事請負契約締結までの間は解散することができない

ものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象業務の契約の相手方とならなかった共同企業体は、 

対象業務契約が締結された日に解散するものとする。 

 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 

附則 

（施行期日） 

1 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 


